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動学的生産要素モデルに関する一考察＊

朱 保 華

1. はじめに

通常の投資モデルはおおよそ資本ストック調整原理にもとづくものが多い。

ζの原理によれば，何らかの方法によって，最適資本ストックが決まれば，そ

れと既非の資本ストックの間に，適当な分布ラグが選択され，投資関数が導か

れ~ととになっている。最適資本ストックの決定メカニズムとしては，加速度

原理型モデ、Jレと新古典派型モデルとがある。投資モテりレの構築における二段構

えの問題を回避するために，調整費用の役割を重視し，動学的最適化から導か

れるq型モデJレが存在する。しかし，とれらのモデルは，資本ストックの変化

であ忍投資にしか議論を集中していないが，その他の生産要素と資本ストック

との関係に十分に考慮を払っていないのが現状である。すなわち，モデルにお

いて資本ストックだけは準固定生産要素とみなされ，その他の生産要素はみな

可変生産要素として取り扱われると同時に，それらの調整は投資モデルに明示

的に取上げられていない。

通常，生産要素の調整過程では資本ストックとその他の生産要素が同時に調

整するはずである。しかし，労働を取入れる投資モテツレの多くは労働と資本の

調整はそれぞれ独立に特定化し，推定されている。労働需要と資本需要の意思

決定主体は同一であり，生産関数から利潤最大化行動を仮定しているため，各

生産要素の調整経路を独立に推定するととは，それらのパラメーターにおける
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一貫性を保証していないことが明らかである。乙の問題を意識し，労働と資本

の調整を同時に計量モデJレに取り入れる分析は Nadiri-Rosenモデルである。

しかし， Nadiri-Rosenモデルは労働と投資を一つの枠組によって考察するこ

とをその出発点にしているが，その実証分析では，投資は生産に投入される資

本ストックの分析に融合されている。これ以外， Nadiri-Rosenモデノレでは，

Cobb-Douglas型生産関数による生産要素の調整方程式が導出されているが，

計量分析においてはパラメーター閣の制約関係は十分に配慮されていないとい

う問題が残されている。 Nadiri-Rosenモデルの問題を回避することを試みる

のは動学的生産要素モデソレであるo

一般的に，外生的な期待生産量，価格などが各生産要素需要に与える影響の

違いや各生産要素の調整過程での時間的遅れ構造の違いなどによって，各生産

要素の長期調整経路は互いに異なる。価格調整と比べると生産調整のほうが時

間がかかるのではないかということから，短期と長期の区別は，短期において

の価格に対する反応は長期においてのそれより小さいととによるものと思われ

る。従来の計量分析は基本的にとの枠組みを活かしながら，ラグ分布の精致化

lζ力を注いでいる。 Nadiri-Rosenモデルも例外ではなかった。ラグ分布の接

近法においてはあくまでも静学的モデノレに分布構造を重ね合わせるととである

から，理論的な正当化が欠けているという基本問題が残されているように思わ

れる。動学的生産要素モデソレはこの基本問題の解決をめざしており，動学的最

適化を明示的にモデルに導入し，それによって生産要素の調整を提示するとと

になる。

本論文は動学的要素需要（DynamicFactor Demand）モデJレを用いj資本

と労働との調整を同時に考慮する動学的生産要素モデJレを構築し，実証分析を

行うととにする。

2. モデルの説明

動学的生産要素モデルは経済分析上に短期分析と長期分析の再認識から構築

されるものである。動学的生産要素モデソレにおける短期分析と長期分析は企業
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が価格の変化に応じた自らの生産量の調整過程から生まれたものである。動

学的生産要素モデルは事前の動学調整過程を基礎にした伸縮的加速度あるいは

投資需要モデノレの延長線上にあるものである。その流れをみると， エネノレギ

ー需要と設備調整のモデリングの動学的エネノレギー需要モデノレは， Berndt,

Morrison and Watkins によって開発された。 Berndtet alのモデノレでは，

資本ストックは準固定生産要素，労働力とエネルギーは可変生産要素であると

仮定されており，資本ストックに関する二次形式の調整費用関数を用い，明示

的な最適投資需要関数が導かれる。 Pindyckand Rotembergは Berndtet 

alモデjレの枠組を活かし，準固定生産要素を資本ストックから，建築物，労

働力等の生産要素までに拡張し，より一般的な動学的生産要素モデノレを構築し

ている D

動学的生産要素モデノレの特定化は調整費用の枠組で展開されている。経済理

論によると，企業の最適生産が行われる際に，生産関数と費用関数の聞に，唯

一の対応関係が存在している。それゆえ，企業の生産構造を生産費用関数によ

って表わすことが可能である。通常，生産過程に利用されている生産要素は可

変生産要素と準固定生産要素に分かれているo可変生産要素の調整に関する調

整費用は無視されるほど小さいのに対して，準固定生産要素の調整費用は大き

い。準固定生産要素の調整費用の大きさによって，準固定生産要素の調整経路

が決められるo したがって，動学的生産要素モデノレにおいて準固定生産要素の

調整過程を含む生産構造分析の枠組みが必要となる。

動学的生産要素モデノレの接近法は制約された費用関数のアプローチである。

制約された費用関数は産出と生産要素を短期的に固定したもとでの生産費用の

最小化から得られたものであるo不確実の世界では動学的最適化を求める企業

は将来の決定変数である産出，資本，労働などについて何らかの期待をもつわ

けである。とこでは企業が合理的期待のメカニズムを通じ，生産費用の割引現

在値を最小化するように行動すると仮定される。モデノレの特定化にあたって

は，制約された可変生産費用関数から準固定生産要素の動学的最適化条件であ

る Euler方程式が導かれるという処理方法がとられている。ただし，導かれ

るEuler方程式は動学的最適化問題の解ではなく，単なる企業の生産構造を表
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わす方程式である。

いま，準固定生産要素と可変生産要素に関しては，資本と労働は準固定生産

要素，所定外の労働時間は可変生産要素と仮定されるo以上の仮定は次のこと

によるものである。企業は資本を生産過程に使用する際に，資本と結合する労

働者を雇わなければならない。雇われる労働者は特殊の技能を持たなくてはい

けない。すなわち，資本とそれに対応する労働は簡単に分離できない。労働市

場では企業にとって労働者を解雇する乙とはそれを雇うより難しいのが現状で

あるO 雇用された労働者が特別の場合を除いて，簡単にやめさせられない。企

業は生産状況に応じて労働者を残業させる際，残業手当以外にそれほど調整費

用を必要としないであろう。とすると，資本と労働を準固定生産要素とし，所

定外の労働時間を可変生産要素と考えるのが合理的である。

可変生産要素の価格ベクト Jレを PV，準固定生産要素ベクト Jレを Xとする。

企業は可変と準固定生産要素を利用し，産出 Yを生み出すと仮定される。と

の場合，準固定生産要素を含む制約された費用関数は次のように，

Ct =C(PV,X,Y,t) (1) 

と特定化される。通常， Cは可変生産要素価格 PVの増加かっ凹関数，準固

定生産要素 X の減少かっ凸関数であると仮定される。時間変数tは技術進歩

または単なる時間トレンドを表わす。

準固定生産要素の調整に関しては，以下の二次形式の準固定生産要素の調整

費用関数を想定するo

／（ムXt）＝÷山Lt)2十ヤK(AKt)2 (2) 

ただし， AXは Xe-Xt-1である。 βLと βKはそれぞれ労働と資本の調整

費用にかかわるパラメーターである。以上の調整費用関数の特定化では，準固

定生産要素調整の交差効果が無視されているo

生産過程に準固定生産要素を用いる際に，準固定生産要素の使用コストがか

かるわけであるo準固定生産要素の効用が時間と関係なく，つねに同質である

と仮定すれば，準固定生産要素の使用コスト関数Fを以下のように，
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(3) 

と特定化することができる。 PFは準固定生産要素の使用コストのベクト JV,

Tは準固定生産要素の耐周期間である。

短期では企業は可変生産要素による生産費用を最小化するように行動するの

に対して，長期では準固定生産要素を含むすべての生産要素による生産費用を

最小化するように生産活動を行うと考えられる。したがって，長期では企業は

全生産要素の費用関数を最小化することにより，準固定生産要素の需要を決め

るととになるo それゆえ，準固定生産要素の決定は次式，

Min Et I:; Rt [Ct+ f（ムXt)+Ft] (4) 

の最小化によって行われる。 Etはt期に利用可能な情報による期待値， Rtは

割引率である。

最適化問題（4）の一階条件を検討してみよう。式（4）を準固定生産要素 Xitに

ついて微分し， 0とおけば，次式を得る。

Et「2豆！＿＋笠（笠企＋Rt+1盟企L土!L＋笠！＿l=0 (5) 
LoXu oXu oXit oXitJ 

最適化条件（5）は Euler方程式と呼ばれ，準固定生産要素を一単位追加する

ととによる生産費用の現在値の変化分が0であると解釈されている。準固定生

産要素の追加使用による生産費用の変化は，可変費用の増加，準固定生産要素

の調整費用とそれに伴う余分な支出費用，将来の調整費用の節約分から構成さ

れている乙とは式（5）からわかる。式（5）の最後の項は準固定生産要素の生産過程

での使用コストの一般的な表現である乙とに注意してほしい。

可変生産要素が一つしかない場合，制約された費用関数はその需要関数の形

になる。モデルでは，準固定生産要素は資本と所定内労働時間，可変生産要素

は所定外労働時間のみであるから所定外労働時間の需要関数を以下のような

translogの形，

1品＝αo＋α仙＋α2lnKt＋αsl仏＋÷r11
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+r12l 

十T山 Ktl仏＋÷733(1仏山t (6) 

に特定化することができる。 Hは所定外労働時間， Lは労働者， Kは資本スト

ック， Yは産出量である。所定外労働時間は H=L・hと定義される口 hは一

人あたりの所定外労働時間である。入は中立的技術進歩を表わすパラメータ

ー， tは時間トレンドである。

所定内労働の賃金率はω，所定外労働時間の賃金率は Phとすれば，費用関

数 C=Ph・Hと Shepherd 補題によって，以下の所定内労働時聞に関する

Euler方程式が得られる。

/n1・・円 ll.TJCα1 +r11lnLt +ri2lnKt +rrnlnYt) +wt 

+ [3L(Lt -Lt-1)-/3LEt {Rt+1(Lt+1-Lt）｝ロ O (7) 

次l乙，企業は資本サービス価格を払いながら，資本の購入時点からその生産

能力の喪失時点までこれを利用するものとしよう。 cを資本サービス価格とす

れば，資本に関する Euler方程式が得られる。

- !) Cα巾 21ル勺22lnKt＋仰Yt)+ct （川ロ
+{,K(K1-Kt-1)-/3KEt {Rt+1(Kt+1-Kt)} =0 (8) 

とのように導出された動学的生産要素モデルは式（6), (7）と（8）から構成され

る。通常の生産要素モデノレと比べると，動学的生産要素モデJレは以下の特徴，

1. 準固定生産要素の長期均衡水準への調整は内生的に決定され，かっ時間

的に変化するo

2. 可変生産要素の短期需要は，価格，産出量，および準固定生産要素など

に依存しているo

3. 長期均衡への調整の動学径路によって，長期と短期は明確に区別される

乙とが可能となる。

などをもっている乙とがわかる。

動学的生産要素モデノレには，企業の行動原則としてのEuler方程式が含まれ
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ていることを注目しておこう。動学的生産要素モデノレでは， Euler方程式を推

定する理由は， Lucasによる計量モデノレに対する批判によるものである。すな

わち，政策変数の変化による計量モデノレの構造変化を十分に配慮すれば，企業

の行動基準から導かれた Euler方程式は計量モデノレの構造との関係が薄いか

ら，生産要素需要関数を推定するよりも， Euler方程式を推定するととが望

ましL可。

3. 計量分析

以上特定化された動学的生産要素モデノレにおける Euler方程式に期待変数も

含まれているから，それを推定する際に多少工夫するととが必要であるo期待

変数を含むモデノレの推定法はいくつかあるが，ことでは操作変数推定法を一般

化した GMM(Generalized Method of Moments）推定法を用いることにす

る口 GMM推定法では実は各操作変数と推定する方程式との聞の相関係数を最

小化するように，各パラメーターの推定値を求めるととになっているO

GMM推定法を Euler方程式に適用させるととは自然であろう。所定内労

働時間と資本の Euler方程式の残差が合理的期待仮説のもとで予測誤差と見

なされる D 予測誤差は利用可能な情報を完全に利用すれば， 0に近づくであろ

う。可変生産要素の所定外労働時間は生産技術を表わすものであるが，観測

データによって完全にあてはまるととはまれである。通常，残差項が式（6）に含

まれない説明変数の影響を表わしており，何らかの理由でそとに誤差が存在す

るであろう。式（6）の特定化が正しいならば，その誤差は 0Iと近いであろう。し

たがって，労働と資本の Euler方程式と同じく，式（6）に残差項をつけ加え，

GMM推定法によって，モデJレ推定を行うととが不自然であるとはいえないで

あろう。

GMM推定法は基本的に以下のようなものである。いま， f次元のパラメー

ターを0,k次元の説明変数を Xt+n, m次元の残差項を Ut＋却とするモデル，

h(Xt+n,O）ロ Ut+n (9) 

を想定し，残差項の一階モーメントを，
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Et[Ut+nJ=o (10) 

であると仮定する。二階モーメントをもっq次元の操作変数めを用いて以下

の関数，

f(Xt+n,Zt,O) =h(Xt+n,O)&;}zt =Ut+n@Zt ）
 

4
E
i
 

－－ （
 

を定義しておとう 0 (g)は Kronecker積である。式日1）により定義されたfは

Rk ＞くRq×Rtから Rrへの写像関数である or=m・qである。式仰と旧）により

次式が成立することがわかるo

E[f(xt,Zt,0)] =o (12) 

上式の Eは期待値を意味している。このように定義された関数fの次元 fが

パラメーターの次元lより大きければ，式ωからパラメーターθの推定量が得
られる。

利用可能なデータにより，以下の関数を定義する乙とができるO

Go(O）ロE[f(x t ,z t ,8) J (13) 

関数 G。（O）では，。＝θのとき Oであるととが明らかである。式（9）により定ま

るモデソレが正しければ，関数 G。（θ）のモーメントの推定量としては，

噌 TE ，、
GT（θ）＝合:Ef(Xt ,Z t ,(}) 

1 t=l 

川
山
司HU
 

が与えられる。一般的に， GT（θ）は T→∞のとき， 0に近づくはずである。

通常の積率推定法では，もし関数 GTが6について連続であれば， GT（θ）を最

小化するような6がパラメーター θの推定量とされる。 GMM推定法では，

Amemiya, Jorgenson and Laffortの考え方にしたがい， weighting matrix 

としての正値定符号行列 WTを用いて以下の目的関数 ］T,

Jr(O) =GT(ll)' WTGT(O) 日日

を最小にするような8をパラメータ－ (Jの推定量とする。 WTは利用可能なデ

ータlとより計算されており，推定量dの漸近分散共分散行列は行列 WTの選

択に左右されている。一般的に， GMM推定量から漸近的分散共分散行列を最

小にするような行列 WTを選択するととが多い。
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GMM推定量を求める際に，関数fの次元ァがモデjレのパラメーターの次元

Jを越えたとき， 'Y-l個の式はパラメーターの推定に利用されていない。モデ

ノレ（9）が真．であれば，利用されていない r-l個の式はOに近いはずであるo と

の点を考慮すると，利用されていない式は十分に Oに近いかどうかという検定

を行う必要がある。これはいわば GMM推定法における過剰識別の検定問題

である。通常，過剰識別検定を行う際にJ統計量というものが利用されてい

る。

モデノレの残差項 Ut+nが一定の条件を満たす場合， GMM推定法を三段階最

小自乗法に単純化する乙とができる。しかし， GMM推定法を三段階最小自乗

法に単純化する際に， J統計量による仮説検定には問題が残るととになる。

これから，日本の製造業を分析対象として， GMM推定法により動学的生産

要素モデノレの推定を行う。計測期間は原則として1965年第 I四半期から， 1988

年第百四半期までの96期である。モデノレの推定に用いた資本サービス価格cは

次式，

c=0.25×PI(r+o) 

によって計測される。 PIは資本財価格， fは銀行の平均貸出金利， Sは資本の

減価償却率である。割引率Rは次式，

R- l . 一(l+rr-P)0・25 

により計測される。 w は電電社債の利回り， Pは生産物価格の変動である。推

定において利用されるデータは以下のとおりである。

製造業の資本ストック：『四半期民間企業資本ストック速報』の取付ベース

の資本ストック

製造業の産出額：『国民経済計算』の関連データにより作成

生産物価格：『国民経済計算』の国内総支出のデフレーター

資本財価格：『国民経済計算』中の民間総固定資本形成のデフレーター

減価償却率：『法人企業統計季報』の関連データにより作成

利子率：『経済統計月報』の全国銀行貸出約定平均金利
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利付電電債利回：『東証上場債券利回Jの利付電電債

賃金率：『毎月勤労統計調査報告』の全産業と製造業の実質賃金指数（定期

給与総額）

所定外労働の賃金率：標準化され， 1とする

所定外労働時間：『毎月勤労統計調査報告』の製造業の所定外労働時間

所定内労働時間：『毎月勤労統計調査報告』の製造業の所定内労働時間

製造業の労働者数：『労働力調査報告』の製造業の就業者数

以上のデータは，必要に応じて，センサス局法II(Xll）により季節変動の

修正を行った。

動学的生産要素モデJレの推定では，常数項，前期投資額，前期所定外労働時

間，前期労働者数，前期産出量，前期資本ストック，前期割引率，前期国民総

生産のデフレーター，前期資本サービス価格，前期賃金率，時間トレンドを操

作変数とする O

通常の分析においては，生産技術の規模に関する収穫不変の仮定がおかれ

るo それゆえ，動学生産要素モデノレについては，規模に関する収穫不変である

制約条件をつけ加えながら，モデノレの推定を行ってみる。動学的生産要素モデ

ノレにおける規模に関する収穫不変の仮定は式（6）により，

α1＋α2＋αs=l 

r11 +n2+ns=O 

r12+722+72s=O 

713十ns+rss=O

(1日

である。上記の収穫不変の仮定で，動学的生産量素モデノレ（6),(7）と（8）の推定も

行うことにする。

GMM推定法は，残差項が条件付きの均一分散にしたがい，モデノレが線形で

あるとき，それは通常の三段階最小自乗法と同じである。それゆえに， GMM

推定を比較するために三段階最小自乗法によるモデノレの推定も行うととにす

る。 GMM推定法と三段階最小自乗法（3SLS）による動学的生産要素モデノレ

の推定結果は表1のとおりであるo
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表1 動学的生産要素モデルの推定結果
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制約条件なし 制約条件付き

GMM推定値 3SLS推定値 GMM推定値 3SLS推定値

α。 173.53 -137.93 34.198 29.948 

(17.2586) (5.9371) (7040) (4.6824〕

αl 46.8803 12.5351 7.6991 6.4953 

(4.1825) (4.9598〕 (0.6087) (0.6880) 

αz 59.5228 54.2226 44.4138 12.1570 

(2.7473) (2.7991) (6.0995) (1194) 

α3 一73.8188 -68.5120 

(3.4063) (3.5014) 

rn -4.9529 -3.9948 0.1805 0.2768 

(0.5395) (0.6450) (0.0630) (0.0730) 

r12 -6.6307 -8423 4.7029 -4.0229 

(0.3007) (0.3296〕 (0.3400) (0.3842) 

rl3 7.2122 6.1972 

(0.3632) (0.4058〕

r22 -8.4005 -7.6141 26.133 8.9320 

(0.5675) (0.8603) (3.2636) (2.8032) 

r,, 9.5743 8.4893 

(0.6570) (0.9744) 

T田 -9.7705 -8.1277 

(0.7671) (1.1527) 

え 0.0320 0.0314 -0.0409 -0.0412 

(0.0028) (0.0037) (0.0007) (0.0008) 

βL 0.0056 0.0714 0.1182 0.1386 

(0.0207) (0.0406) (0.0438) (0.0535) 

βK 0.0010 0.0047 0.0274 0.0228 

(0.0009) (0.0020) (0.0120) (0.0083) 

J 103.84 79.24 87.82 98.74 

括弧内の数値は標準誤差である。

表1の推定結果をみると， GMM推定値と三段階最小自乗推定値はあまり差

異がないように思える。パラメーター βL と βKの推定値が通常の符号条件

を一応満たしている。収穫不変の生産関数に関する有効性の検定はJ統計量を

用いることによって行われる。表1の推定結果をみると， 制約条件付きの J

と制約条件なしのJとの差異はだいたい10を超えている。これは自由度4であ
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る χ2分布にしたがう ζとから，収穫不変の仮説は棄却される。

以下では収穫不変の制約なし GMM推定値を用いて，所定外労働時間の労

働，資本，産出量の弾力性を計測してみる。その結果は図1に描かれている。
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2 

1 

0司ー／＇＼： ノ＼
／「労働

-1十、、；-.' ＇，.，～＼ー＼、，，＿，，.、 j¥ ( 
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-3 
1965 1970 1975 1980 1985 1990 

図1 弾力性の計測結果

推測された弾力性の大小関係をみると，所定外労働時間lと対しでは，産出量

の弾力性はもっとも大きいが，次は労働，資本のJljj'[／となっている。弾力性の符

号をみると，産出量の増加は所定外労働時間の増加につながっているのに対

し，労働と資本の増加は所定外労働時間の減少に寄与するように思える。さら

に，弾力性の絶対値の大小関係により，産出の増加は直ちに所定外労働時間の

増加につながるが，労働と資本の増加は所定外労働時間の変化後lこ起こると推

測できるのではなし、かと思われる。

通常の動学的生産要素モデノレでは，労働と資本など、の弾力性与を通じ，生産過

程では，外生的ショックに対して資本と労働の変化様式が分析の目的になって

いる。ここでは，産出量・労働と産出最・資本の平均弾力性を計測してみよ

う。その結果，産出・労働の弾力性は0.57786であるのに対し，産出・資本の

弾力性は0.29598である。つまり，産出・資本弾力性は産出・労働のそれより
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小さく，産出の変化に対しては，労働のほうが先に変化するととが考えられ

る。とのととは通常の投資行動を分析する際に労働と資本の代替関係を考慮す

る必要があると示唆しているように，思われる。最後に資本・労働の平均代替弾

力性を計測してみる。得られる資本・労働の代替の弾力性は1.9523である。

4. むすび

本論文は動学的生産要素モデルの分析手法を用い，日本の製造業の資本と労

働の計量分析を行った。その結果，動学的生産要素モデノレでは調整費用の役割

を示すパラメーターは符号条件を満たしている。とれは調整費用関数の合理性

を実証的に示す例のーっと思われる。しかし，以上の分析では資本ストックを

議論の対象にしているが，投資を十分にとりあげていない。投資を動学的生産

要素モデルを明示的に取り入れるために，準固定生産要素の調整費用関数の特

定化では，資本ストックの変化ではなく，投資を導入する方法が考えられる。

動学的生産要素モデルに投資を取り入れる場合，投資行動を説明する枠組みが

必要となり，本論文で展開された動学的生産要素モデノレを一層拡張しなければ

ならない。とれらを考慮すると，今後の研究課題としては，第ーに，動学的生

産要素モデノレに明示的に投資行動を取り入れる分析の展開である。第二に，動

学的生産要素モデノレでの準固定生産要素調整経路の具体的な特定化と分析であ

る。
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